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らは，·被控訴人に対し，連帯して4174万7 5 2 6円及びこれ

に対ずる平成1 9年1 2月1 8日から支払済みまで年5分の割合

による金員を支払え。 ． 」と変更された。

3 控訴費用は控訴人らの負担とする。

事 実 及 び 理 由

第1 ・ 当事者の求めた裁判

1 控訴人ら

(1) 原判決を取り消す。

(2) 被控訴人の請求をいずれも棄却する。

(3). 訴訟費用は，第1, 2審とも被控訴人の負担とする。

2 被控訴人

主文同旨

第2 事案の概要

1 本件は，被控訴人が，控訴人株式会社 I . I c以下「控訴人会社」

という。）は「ロコ・ロンドン貴金属取引」と称する取引を利用した詐欺商法

を行うものであり，被控訴人は，同取引に際して控訴人会社に預けた保証金4

0 0 0万円を詐取されたとして，控訴人会社の担当者である控訴人・＇ ・角．． ＇

（以下「控訴J\111角」という。）につき民法7 0 9条，控訴人会社につき民法

7 1 5· 条，その余の控訴人らにつき控訴� との共同不法行為（民法7 1 9 

条1項），控訴人会社の代表者である控訴人■1111<以下「控訴人・11:」と

いう。）及び同・銅．．（以下「控訴.鯛という。）については予備的に

会社法4 2 9条1項をそれぞれ根拠として，連帯して，損害額4400万円I

（上記4000万円及び弁護士費用4 O·0万円の合計額）及びこれに対する平 ・1

成1 9年1 2月1 8日から支払済みまで年5分の割合による遅延損害金の支払I

を求めた事案である。 •• • ·
i 

原審では，控訴人らが，適式な呼出しを受けながら第1回口頭弁論期日に出i
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頭しなかったため，被控訴人の請求をいずれも認容する欠席判決がされた。

.. 

. ""' 

控訴人らはこれを不服として控訴をした。なぉ，被控訴人は，当審において，

「控訴人らは，被控訴人に対し，連帯して 4174 万 7 5 2 6 円（保証金損害

額 3 7 9 4 万 7'5 2 6 円及び弁護士費用 3 8 0 万円の合計額）及びこれに対す

る平成1 9年1 2月 i 8日から支払済みまで年5分の割合による金員を支払

え。」と請求を減縮した。

2 争いのない事実等

(1). 被控訴人は，昭和1 6 合、．．．．．．生まれの女性である。

(2) 控訴人会社は， 「経営コンサルタント業務」， 「ホ ー ムページの企画制作，

運営管理及び販売」. , 「出版業」，． 「商品取引所法の適用を受ける商品取引

所の商品市場（外国先物取引市場を含む）における貴金属，農産物，・ゴム等

の上場商品並びに商品指数の売買及び売買取引の委託，受託取次業務」，

「国外商品市場における先物取引の受託等に関する法律の適用を受ける国外

商品市場の先物取引並びにその委託又は委託の媒介，受託取次業務」， 「投

資事業組合及び匿名組合の設立企画人としての業務」， 「投資事業組合財産

及び匿名組合財産の運用及び管理」， 「匿名組合契約の締結の媒介，取次ぎ．

又は代理に係る業務」， 「不動産に関するコンサルタント業務J' 「不動産

の売買，交換，仲介，賃貸借及びその仲介並びに所有，管理及び利用」，

「その他不動産に付随する業務」， 「上記各号に付帯関連する 一切の業務」

をその目的とする•株式会社であるが，•その現実の業務は， 「ロコ・ロンドン

黄金属取引Jと称する顧客との取引である。

(3) 控訴人会社は，平成 1 9 年 8 月 1 日解散し，清算手続中である。

(4) 控訴4■銅及び同■上は，被控訴人と控訴人会社が取引を行った当時， ． 控

訴人会社の代表取締役であった者である。

控訴・本．．（以下「控訴・ドという。） は，控訴人会社のホ ー I

ムページ上に「代表者 社長」と記載され，会社案内にも「代表取締役」と1

3 ・
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記載され，被控訴人代理人に交付した名刺にも「執行役社長」と記載され，

' 控訴入会社の発起人かつ設立時の株式の全ての割り当てを受けて2000万

円を振り込んだ者であり，控訴人会社の事実上の最高責任者である．（甲2の

1ないし5) . 0 

控訴4■角は，控訴人会社のインベスト事業部店長代理の肩書を有する従

業員である。

(5) 被控訴人は，．控訴JII角から勧誘を受けて，平成 1 8 年 8 月 1 1 日，控訴

人会社との間で後記の「ロコ ・ ロンドン貴金属取引」 （以下「本件取引」と

いう。）を行う契約（以下「本件契約」という。）を締結し，同日から取引

を行い，控訴人会社に対して保証金を支払った（なお，取引期間及び支払わ

れた保証金の額については，後記のとおり争いがある。）。

本件取引は，顧客が控訴人会社に対してロンドン渡しの金の現物i O 0ト

ロイオンス(1トロイオンス= 3. 1. 1 o 3·sグラム）を1取引単位とする

最低取引単位当たり50万円の「預託保証金」 （被控訴人との取引では1単

位を5 0トロイオンス，最低保証金を25万円としている。）を支払ってロ

ンドン渡しの金を売買したのと同様の（差金決済を行う）地位を取得し，任

意の時点で当該地位と反対の取引をすることによって生ずる観念上の差損益

について差金の授受を行うもので，・1取引単位当たり， 5万円の手数料及び

5パーセントの消費税が徴求される。

3 争点及び双方の主張

(1) 本件取引の仕組み

（被控訴人）

本件取引は，控訴人会社が提示する「ロンドン渡しの金の現物価格」及び

「ドル為替変動」 （取引通貨がドル建てであるため）を差金決済の指標とす

る差金決済契約である。そして，差金決済指標となる「ロンドン渡しの金」

の価格は控訴人が任意に設定し，かつ為替レ ー トも控訴人会社が任意に設定I

‘,
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する。さらに，顧客は取引を行うことによりスワップポイントと称する金利

を得ることができるが，それも控訴人会社が任意に設定するものとされてい

る。

（控訴人ら）

本件取引は，差金決済契約であることはそのとおりであるが，取引形態と

しては，あくまで金又は銀を対象とする売買取引であり，取豆1自体が金又は (!

銀の相場ないし為替相場の変動について勝敗を決し，財物の得喪を争う特質 11

を有しているわけではない。

スワップポイントとは，取引の決済日までに反対売買による差金決済がな

い場合，決済日が自動的に1営業日延長され，以後も差金決済されるまで順

次1営業日延長されるが，延長する場合に当該金の貸借により生じる金利の

受け払い及びドルの売買により生じる金利の受け払いと二者間の金利の差に

よって生じる利益又は損失のことである。買建がある場合は1枚につき1日

当たり5 0 0円の顧客から控訴人会社への支払スワップポイントが発生し，

売建がある場合は1枚につき1日当たり400円の控訴人会社から顧客ヘーの

受取スワップポイントが発生する。

控訴人会社は，顧客と取引をすると同時にカウンタ ーパ ー ティ ー といわれ

る国外の金融機関である［二ニ］・バンクと同様の取引を行っており， 「ロン

ドン渡しの金」の価格及び為替レー トは，［二ニ］・バンクが決定する価格・

レ ー トに基づいて控訴人会社が決めている（甲2の5)。また 1 本件取引ガ

イド（甲1 0の1)によれば，値洗い差金及び反対売買に伴う差金を円貨に

転換する為替レ ー トは， 日本の都市銀行において毎日午前1 0時ころ発表さ

れる対顧客電信相場に基づき対顧客電信売り相場と同買い相場の中間値であ

る仲値を用いると明記されている。

(2) 本件取引自体の違法性

（被控訴人）

5
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ア 本件取引は， 金相場及び為替相場の変動という偶然の事情によって財物 1!

の得喪を争う行為であって， 刑法上の賭博罪， 常習賭博罪， 賭博場等開帳

図利罪に該当する。

イ 商品取引所法6条の「商品市場類似施設の開設禁止」違反の市場による

取引は無効と解されるところ， 控訴人会社は， 金融商品に関与するいかな
・I

る許可，•免野登録をも有しない「プラック業者」であり， 私設市場すら［

開設することなく， 自社のみを「 1 人市場」， 「1人取引所」として「取，＇

引」を行っているのであるから， 本件取引は， 公序良俗に違反する違法無

効なものというべきである。

ウ 本件取引は， 取引所における相場による差金決済をずるものではないが，

相場による賭博行為等を禁止している商品取引所法3 2 9条翌証券取引 11
法2 0 1条の趣旨に反するもので， 賭博であって公序良俗に反する違法な

ものである。・

工 本件取引は， のみ行為とはいえないが， のみ行為を禁止した商品取引所

法2 1 2条や， 証券取引法1 2 9条が阻止しようとした弊害（委託者の利

益の保護と公正な価格決定の形成を阻害すること）を生じさせるものであ

り， のみ行為と同様の利益相反状況を招来することを取引の仕組み自体と

して予定しているから， 公序良俗に反する。

（控訴人ら）

本件取引は， 金又は銀を対象とした売買取引であり， 取引自体が， 金又は

銀の相場ないし為替相場の変動について勝敗を決し， 財物の得喪を争う特質

を有しているわけではない。

為替相場の変動が確実に予見し得ないものであるとしても， 本件取引は金

相場及び相場変動の予想それ自体を直接の目的とするものではないし， 決済

は顧客の選択する任意の時点で行われるのであるから， 相場変動の偶然性の

みをもって本件取引が賭博に当たるということはできない。

6
東 京 高 等 裁 判 所



(3) 取引経過と控訴人らの責任

（被控訴人）

ア 取引経過

（ア）控訴）＼・ぃは平成1 8年8月1 1日，被控訴人に対し，． 海外市場に

おいて貴金属の取引をすれば高い利息• 利益を得ることができる， 「利

息が少ない銀行に預けるよりよい配当がつくし， ． 早くお金が貯まる」な

どと勧誘し，被控訴人をそのように誤信させて，控訴人会社との間で本

件契約を締結させ， 300万円を交付させた。

（イ） 控訴人■角は；同月20日，被控訴人に対し， 「もっと追加した方が

よい。今はそのときだ。待ってもらっている状態だから。」と述べたた

め，被控訴人は控訴人会社に立替をしてもらっているような気持ちにな

り，同月2 2日に3 1 0万円を，さらに同年9月6日に1000万円を

控訴All角に手渡した。

（ウ） 控訴JIii角は，同年9月末ころ，被控訴人に対して追加投資の勧誘を

し，被控訴人は同年1 0月4日に900万円を控訴� に手渡した。

（エ） 控訴J111角は，同月1 9日ころ，被控訴人に対して追加投資の勧誘を

し， 1 8 -0万円を交付させた。

困被控訴人は，同月26日，控訴人・＇・角に対し， 9 5 0万円を手渡した。

（力） 被控訴人は，同年1 2 月.1 5日 ー プ-っ，控訴）＇’司から， 「お小遣い

よ」と言って3 0万円を手渡された。

囲 控訴人・角は，平成1 9年1月6日，電話で被控訴人に対し， 「今す

ぐ入れられるだけでいいから入れて。· 店長に言って押さえておいてもら

うから。」と述べて，被控訴人に3 3 0万円を交付させた。

（ク｝控訴4■釦ま，同月l 6日，被控訴人の預金口座に7 1 5万2474

円を送金し，被控訴人に乙1 0号証に署名押印させ， 「配当も入ってい

るから追加して。」と述べて，被控訴人に3 5 0万円を交付させ，同月

7
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1 8日に2_ 5 0万円，同年2月7日に1 0 0万円を交付させた。

例 控訴）’＇角は同年5月初めころ，被控訴人に対し電話で， 「もっと

増やせないか。」と連絡し，2 0万円を交付させた。

(:::r}疇.
,,.

角は，同月1 7日，被控訴人に対し， 「お小遣い」と言って

1 5 0万円を交付した。

イ 控訴人らの責任

（ア） 主位的主張

以上のとおり，控訴41角は，被控訴人に合計4690万円を交付さ

せ，他方被控訴人は合計�9 5万2474円の交付を受けた。なお，乙

2号証は取引の 一部のみしか記載されていない。

控訴人会社は，上記(2)のとおりそもそも違法な行為を業として行うも

のであるから，被控訴人に対して，従業員である控訴4角が行った違

法な営業行為によって被控訴人が被った損害を賠償する責任がある（民

法709条，7 1 5条）。 ．

控訴4■銅，同■仕及び同・hは；金融商品取引に藉口して業として

金銭を蒻取するための控訴人会社を設立し，代表取締役あるいは取締役

としてその運営に積極的，主体的に関与したから，控訴� と連帯し

て賠償をすべき共同不法行為責任を負う（民法7 1 9条1項）• D 

（イ） 予備的主張

控訴人■銅及び同■上は，控訴人会社の代表取締役として控訴人会社

の営業が適法なものとなるように業務を執行すべきであったのにあえて

これをせず，違法な商法を行ったから，会社法429条1項の責任を負

う。

（控訴人ら）

控訴人会社は，平成1 8年8月1 1日，被控訴人と本件契約を締結し，平

成1 9年1月1 5· 日までの間別紙総勘定元帳記載のとおりの取引を行い，

8
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受領した保証金の合計は3 6 0 0万円であり， 同日時点における保証金残高

7 1 5万2474円を被控訴人名翰の銀行口座に振り込み送金の方法により

返還した。

(1) 示談ないし和解合意の成立

（控訴人ら）

被控訴人は，控訴人会社に対し ） 本件契約に基づく取引が平成1 9年1月

1 6日をもって全部決済されて終了したこと及び同取引に関し相互に債権債

務のないことを確認する旨の取引完了確認書（乙 1 0) を交付している。こ

れにより， 被控訴人と控訴人らとの間には， 本件契約に基づく取引に関し示

談ないし和解合意が成立した。

（被控訴人）

控訴人は， 被控訴刈■釦こせかされ，． 内容を確認しないまま乙1 0号証に

署名・捺印したものであって， 乙1 0号証により損害賠償請求権を放棄する

意思はなかった。

(5) 損害額

（被控訴人）

ア 末返還交付金

イ 弁護士費用
•• (控訴人ら）

3 7 9 4万7·5 2 6円

3 8 0万円·

争う。

第3 当裁判所の判断

1 争点(1)及び(2)について

(1) 争いのない事実等， 証拠（甲 9, 1 0 の1, 2) 及び弁論の全趣旨によれ

ば，以下の事実が認められる。

ア 本件取引は， 顧客が控訴人会社に対してロンドン渡しの金の現物1 0 0

トロイオンス (1 トロイオンス ==�-31. 1035 グラム）を］取引単位と

，
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する最低取引単位当たり5 0万円の． 「預託保証金」 （被控訴人との取引で

は1単位を5·0トロイオンス，最低保証金を2 5万円としている。）を支

払ってロンドン渡しの金を売買したのと同様の（差金決済を行う）地位を

取得し 》 任意の時点で当該地位と反対の取引をすることによって生ずる観

念上の差損益について差金の授受を特う取引であり，金の現物を買主であ

る顧客に交付することは当初から予定されておらず，控訴人会社も市場と！
の間で金を購入するわけでもない。そして，本件取引は，取引通貨が米国

ドル（以下単に「ドル」· という。）建てで行われるため，差金決済におい！

てはドルの為替レ ー トにより円換算されることになる。

イ 本件取引においては，取引の決済日までに反対売買による差金決済がな ＇

い場合，決済日が自動的に1営業日延長され，以後も差金決済されるまで

順次1営業日延長されるが，延長する場合に当該金の貸借により生じる金

利の受け払い及びドルの売買により生じる金利の受け払いと二者間の金利

の差によって生じる利益又は損失をスワップポイントといい，買建がある

場合は1枚につき1日当たり5 0 0円の顧客から控訴人会社への支払スワ

ップポイントが発生し，売建がある場合は1枚につき1日当たり4 0 0· 円

の控訴人会社から顧客への受取スワップポイントが発生する。

ウ 控訴人らは， ．「ロンドン渡しの金」の価格及び為替レ ー トは，国外の金

融機関である［口］・バンクが決定する価格 ・ レ ー トに基づいて控訴人会

社が決めている，本件取引ガイド（甲1 0の1)・によれば，値洗い差金及

び反対売買に伴う差金を円貨に転換する為替レ ー トは， 日本の都市銀行に

おいて毎日午前1 0時ころ発表される対顧客電信相場に基づき対顧客電信 11

売り相場と同買い相場の中間値である仲値を用いると明記されていると主

張している。

(2} 本件取引の内容が以上のとおりであることを前提にその違法性を検討する。

本件取引は，控訴人会社が提示する 「 ロンドン渡しの金の現物価格」及び
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「ドル為替変動」を差金決済の指標とする差金決済契約である。売買差金の

額は，顧客が買ったあるいは売ったとされる「ロンドン渡しの金の現物価

格」を「ドルの為替レー ト」によって換算した額と顧客がその後に売ったあ

るいは買ったとされる「ロンドン渡しの金の現物価格」，．を「ドルの為替レ ー

ト」 ． によって換算した額との差額によって算出されるものであるし， 「ロン

ドン渡しの金の現物価格」も「ドルの為替レ ー ト」も，控訴人会社及び顧客

には予見することができないものであり，また，その意思によって自由に支

配することができないものであるから，本件取引は，偶然の事情によって利

益の得喪を争うものというべきであり，賭博行為に該当する。

そして，全証拠によっても，本件取引の違法性を阻却する事由を認めるこ

とはできない。

2 争点(3)について

(I) 証拠（甲3 , .4の1 , 2, 甲6, 乙1 , 9). 及び弁論の全趣旨によれば，

以下の事実が認められる。

ア 被控訴人は，昭和-牛まれの女性で，．．． ＇の普通高

校を卒業後洋裁店に勤務し, .. で結婚したが， ．．．． ＇目こ夫と死別

しその後は保育園の調理師として勤務し，本件契約当時は年収300万円，

相続財産の預貯金が4500万円位あった。被控訴人は，控訴人会社から

の勧誘を受けるまで，先物取引の経験はもちろん株取引の経験もなかった。

イ 控訴人・『は平成1 8年8月1 1日，被控訴人に対し，海外市場にお

いて貴金属の取引をすれば高い利息。利益を得ることができる， 「利息が

少ない銀行に預けるよりよい配当がつくし，早くお金が貯まる」などと勧，

誘し， ． 被控訴人をそのように誤信させて，控訴人会社との間で本件契約を 1:
締結させ，·3 0 0万円を交付させた。

ウ 控訴J111角は，同月20日，被控訴人に対し， 「もっと追加した方がよ

い。今はそのときだ。待ってもらっている状態だから。」と述べたため，
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被控訴人は控訴人会社に立替をしてもらっているような気持ちになり， 同

月 22 日に 3 1 0 万円を，さらに同年 9 月 6 日に 1 0 0 0 万円を控訴J\111

?=-

角に手渡した。

控訴JII角は，

才

ヵ

被控訴人は同年 1 0 月 4 日に 900 万円を控訴>Ill角に手渡した。

控訴JIii角は同月 1 9 日ころ，被控訴人に対して追加投資の勧誘をし，

1 8 0 万円を交付させ，同月 26 日，

同年 1 2 月 1 5 日ころ， 控訴�角から，

9 5 0万円を交付させた。

被控訴人は，

と言って3 0万円を手渡された。

キ 控訴JII角は，

ク

同年9月末ころ，被控訴人に対して追加投資の勧誘をし，

電話で被控訴人に対し， 「今すぐ

入れられるだけでいいから入れて。店長に言って押さえておいてもらうか

； 

平成 1 9 年 1 月 6 日，

ら。］と述べて， 被控訴人に3 3 0万円を交付させた。

控訴J.角は，

「配当も入っているか

ケ

「お小遣いよ」

同月1 6日，被控訴人の預金口座に7 1 5万2474円

を送金し， 被控訴人に乙 1 0 号証に署名押印させ，

ら追加して。」と述べて，被控訴人に 3 5 0 万円を交付させ，同月 1 8 日

に 250 万円， 同年 2 月 7 日に 1 0 0 万円を交付させた。

控訴4■角は，

j
 

,

 

•
••
•
••
,

 

．．

．
．．
．

 

,

 

．
．
．．．．

 

�

 

やせないか。」

コ 控訴011角は，

サ
．

 

シ なお，

同年5月初めころ， 被控訴人に対し電話で，

と連絡し， 2� ・万円を交付させた。

同月 1 7 日，被控訴人に対し，

「もっと増

「お小遣い」と言って1

5 0万円を交付した。

以上のとおり， 控訴;ti角は，被控訴人に合計4 6 9 0万円を交付させ，

他方， 被控訴人は合計8.·9 5万2474円の交付を受けた。

乙 4 ないし 7 号証には，控訴刈・ぃが，平成 1 8 年 8 月 1 1 日に

被控訴人に対して本件取引の仕組みを説明し，被控訴人が本件取引の仕組

みを理解したかのような記載があるが，

ができない。

甲6号証に照らして採用すること

まだ， 控訴人らは，別紙総勘定元帳のとおりの取引が行われ
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上" "" ●

たとして，証拠（乙2の1の1ないし1 4の2, 乙3)を提出するが，上

記認定の事実に加え，別紙総勘定元帳によれば，被控訴人がほぼ毎日しか

も1日に複数の取引を行つたことを示す記載があるが，これを裏付ける証

拠はないし，それまで株取引すら未経験の被控訴人がそのような取引を自

らの意思で行ったとは考え難いことに照らして，別紙総燭定元帳は実際の

取引を反映したものと認めることはできない。

(2) 上記1のとおり，本件取引は賭博に該当し違法なものであるから，仮に被！

控訴人が本件取引の仕組みやリスクを理解して本件取引を行ったとしても， l

被控訴人を顧客として本件取引に勧誘してこれに引き入れた点において，そ

の勧誘行為を行った控訴;a角はもとより，控訴刈・枷，同■上及び同�

も意思の連絡があったと認められるので民法7 1 9条1項の共同不法行為責

任を負うというべきであり，控訴人会社も民法7 1 5条の使用者責任を負う。

そして，上記(1)認定のとおり，・被控訴人は，違法な本件取引について，控

訴川・角から十分に取引の仕組みを説明されず，十分にその仕組みを理解し

ないまま，控訴All角に言われるままに金員を交付していることが認められ

るから，被控訴人に賭博行為と知って加担したなどの不法原因があるという

こともできない。‘

3 争点(4)について
控訴人らは，被控訴人は控訴人会社に対し，本件契約に基づく取引が平成1

9年1月1 6日をもって全部決済されて終了したこと 同取引に関し相互に債

権債務のない•ことを確認i-る旨の取引完了確認書（乙1 0)を交付したことに

より，示談ないし和解合意が成立した旨主張する。

・乙1 0号証には， 「取引完了確＇忍書 今回の御取引を平成1 9年1月1 .6日

に終了いたしました。取引内容に相違ありません。今後 一切の異議申し立ては

致しません。 、 祖互に債権債務のない事を確認する。」・との記載があり，被控訴

人の署名及び捺印がある。
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しかしながら，被控訴人は，平成1 9年1月1 .6日に書類に署名・捺印した

ことはあるが，控訴4■角にせかされ内容も確認しないまま署名捺印したと陳

述している上（甲 6) , 前記認定のとおり， ． 被控訴人と控訴JIii角とは，同年

1月1 6日以後も同年5月1 7日まで金員のやりとりを繰り返しており，被控

訴人と控訴人会社の取引が継続していたと認められること 同年1月I 6日当

時，被控訴人ど控訴人会社との間で，本件取引に関して紛争が生じていたとの

事情は窺われず，．双方の間で和解の合意をして，債権債務のないことを確認す

る必要性があったとは認められないことからすると，・乙1 0号証によって，被

控訴人と控訴人会社の取引が終了し，和解の合意が成立したと認めることはで

きないというべきである。

4 争点(5)にっいて

(I) 上記 2 のとおり，被控訴人は合計 4690 万円を控訴JII角に交付したが，

他方合計8 9 5万2474円の交付を受けたから，差し引き.3 7 9 4万7 5

26円の損失を被ったことになる。

(2) 被控訴人が本件訴訟を追行するために負担した弁護士費用については，事

案の性質，認容額などから， 3�0 万円が本件と相当因果関係があるものと

認めるのが相当である。

(3) したがって，以上の合計4174 方 7 5 2 6円及び平成1 9年1.2月1 8

日から支払済みまで年5分の割合による遅延損害金の支払を求める被控訴人

の請求は，理由がある：

5 結論

よって，その余の点について判断するまでもなく，原判決は相当であり，本

件控訴は理由がないから棄却することとするが，当審における被控訴人の請求

の減縮にともない， 主文のとおり判決する。

東京高等裁判所第l 4民事部
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裁判長裁判官 房 村 精

裁判官 窪 木 稔

裁判官 脇 博 人
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これは正本である。

平成2 0年1 0月3 0日

東京高等裁判所第1 4民事部

裁判所書記官 古 澤 秀
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